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対
馬
市
の
平
成
17
年
度
予
算
な

ど
を
審
議
す
る
第
１
回
対
馬
市
定

例
議
会
が
、
２
月
25
日
か
ら
３
月

18
日
の
22
日
間
の
会
期
で
開
か
れ
、

平
成
17
年
度
一
般
会
計
予
算
や
条

例
な
ど
が
審
議
さ
れ
ま
し
た
。

　
今
回
、
可
決
さ
れ
た
17
年
度
予

算
の
規
模
は
、
一
般
会
計
が
３
６

６
億
４
６
０
０
万
円
（
対
前
年
比

１
６
億
２
３
０
０
万
円
減
、
△
４

・
２
％
）
で
、
10
の
特
別
会
計
を

併
せ
る
と
総
額
５
０
２
億
８
８
６

４
万
１
千
円
（
対
前
年
比
１
８
億

３
８
９
２
万
円
減
、△
３
・
５
％
）

で
す
。

　
ま
た
、
一
般
会
計
の
歳
入
に
占

め
る
自
主
財
源
は
６
３
億
３
０
５

５
万
７
千
円
、
全
体
の
１
７
・

３
％
（
対
前
年
比
６
億
３
８
６
５

万
３
千
円
減
、
△
９
・
１
％
）
で
、

財
源
の
ほ
と
ん
ど
を
地
方
交
付
税

や
国
、
県
か
ら
の
支
出
金
、
市
債

な
ど
に
依
存
し
て
い
ま
す
。

　
そ
の
他
に
、
地
方
公
営
企
業
法

の
適
用
を
受
け
る
水
道
事
業
特
別

会
計
で
収
益
的
収
入
２
億
７
４
２

４
万
７
千
円
、
収
益
的
支
出
２
億

６
９
２
０
万
８
千
円
、
資
本
的
収

入
１
億
１
８
４
０
万
円
、
資
本
的

支
出
１
億
７
７
０
４
万
８
千
円
が

可
決
さ
れ
ま
し
た
。

�
◇総務費�
・国際航路利用促進事業�
　｛個人観光客誘致支援（島内観光バス料金助成）・対馬PR事業（韓国でのPR等）｝�
・地域イントラネット基盤整備事業�
・戸籍等電算システム開発�
◇民生費�
・社会福祉協議会他負担金等�
・国保・老人・介護保険会計等繰出金 �
（一般会計から各特別会計への繰出金）�
・障害者福祉医療費等扶助費�
◇衛生費�
・離島医療圏組合病院負担金�
（いづはら、中対馬、上対馬病院）�
・合併処理浄化槽設置整備事業�
・北部汚泥再処理センター建設事業�
�

�
�

879万4千円�
�

5億6,741万円　　�
2億4,006万2千円�

�
1億7,599万5千円�
12億7,108万1千円�

�
5億7,651万8千円�

�
7億2,910万6千円�

�
　5,875万2千円�

12億1,897万5千円�
�
�

�
◇農林水産業費�
・イノシシ等有害鳥獣対策費�
・有明線改良等林道整備事業(16路線)�
・木坂漁協整備工事他（27漁港）�
◇商工費�
・観光情報システム整備工事�
・観光物産協会他補助金等�
◇土木費�
・市道和板糸瀬線改良事業�
・市道茂木線改良事業�
・街並み環境整備事業（厳原）�
◇消防費�
・水槽付消防ポンプ自動車等購入事業�
◇教育費�
・北部小学校大規模改造工事�
・文化財保存修理事業�
・通学バス運行委託料�
�

�
�

1億　789万8千円�
4億4,445万3千円�
32億2,570万2千円�

�
1,650万円  　�

　　5,922万7千円�
�

3億2,251万円  　�
4億　924万1千円�
2億2,943万6千円�

�
5,204万4千円�

�
1億4,253万9千円�
8,050万5千円�
7,436万8千円�

�

歳入　366億4,600万円�

歳出　366億4,600万円�

歳入�
依�

存�

財� 源�

自�主�財�
源�

繰入金　23億6,339万2千円�
（6%）�

市税　29億4,259万9千円�
（8%）�

市債　55億7070万円�
（15%）�

その他　9億5,608万8千円�
（3%）�

県支出金�
38億4,115万1千円（11%）�

国庫支出金�
58億7,029万7千円（16%）�

その他　10億2,456万6千円�
（3%）�

地方交付税�
140億7,720万7千円�
（38%）�

（内訳）�
分担金及び負担金　3億1,361万7千円�
使用料及び手数料　4億1,331万2千円�
財産収入　　　　　1億1,439万1千円�
繰越金　　　　　　1億円�
寄附金　　　　　　　　　　　　  0円�
諸収入　　　　　　　  8,324万6千円�

（内訳）�
地方譲与税　　　　 3億9,108万8千円�
利子割交付金　　　　　3,000万円�
配当割交付金　　　　　　500万円�
株式譲渡所得割交付金　　250万円�
地方消費税交付金 　3億4,000万円�
自動車取得税交付金　　8,000万円�
地方特例交付金　　 1億円�
交通安全対策交付金　　　350万円�
国有提供施設等�
所在市町村助成交付金　　400万円�

（内訳）�
諸支出金　1億   　68万7千円�
労働費　　　　　　　　　0円�
災害復旧費　　　　　　　0円�
予備費　　　　 2,000万円�
�

議会費　2億2,918万9千円（0.7%）�

公債費　68億9,082万9千円（19%）�

その他　1億2,068万7千円（0.3%）�

教育費　25億4,545万2千円（7%）�

消防費　10億4,349万6千円（3%）�

土木費　47億7,218万9千円（13%）�

商工費　3億6,511万8千円（1%）�

総務費　52億9,983万7千円（14%）�

民生費　57億1,209万3千円（16%）�

衛生費　41億737万9千円（11%）�

農林水産業費　55億5,973万1千円（15%）�

歳出�

一般会計の主な使いみち�
�

平
成
17
年
度
予
算
が
可
決
さ
れ
ま
し
た�

（
総
額
５
０
３
億
円
）〜
3
月
定
例
会
〜�

�

�
�
（わな、ネット設置、捕獲補助）�
�
�
�
｛観光案内板設置（厳原・上県）｝�
�
�
（トンネル232m）�
（トンネル200m）�
（石塀、武家門の保全・改修）�

�
�
�
�
CATV（光ケーブル網整備）�
（戸籍等の電算化）�
�
�
�
�
（医療費の助成）�
�
�
�
（合併浄化槽設置補助金）�
（上対馬）�
�
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対馬市の保育料は、17年度から国の基準保育単価に改正されました。

　　給与の改正　�
◇市　長　720,000円　（改正前：800,000円）
※ただし、４～６月の３ヶ月間は　400,000円
◇助　役　551,000円　（改正前：612,000円）
◇収入役　531,000円　（改正前：590,000円）
◇教育長　531,000円　（改正前：590,000円）
◇職　員　55歳以上昇給停止（改正前：56歳以上昇給停止）
【職員の特殊勤務手当等の廃止・削減】
・廃止：水道作業手当（月額4,000円）、税務手当（月額4,000円）、
　市内旅費（行程80㎞以上　1,300円）
・削減：管理職手当30％カット

　　敬老祝金�
　　　　　　　　（改正後）　　　　　　　　　　　　（改正前）
①支給対象者
本市に住所を有し次の各号に該当するもの　　毎年9月1日現在において本市に
(１)9月1日現在満77歳に達する者　　　住所を有する満77歳以上の者
(２)9月1日現在満88歳に達する者
(３)当該年度中に満99歳に達する者
②祝金の額
(１)満77歳到達者　　7,000円　　　　満77歳以上　　7,000円
(２)満88歳到達者　　8,000円　　　　
(３)満99歳到達者　100,000円　　　　満100歳　　100,000円

　企業会計とは、地方公営企業として一般会計と

は独立して運営します。運営に関する費用は、そ

の事業の活動による収入を充てます。収益的収入

では黒字ですが、資本的収入での赤字額は損益勘

定留保資金などで補てんして運営します。

◇一般廃棄物：100㎏まで200円、50kg増すごとに75円
（改正前）■クリーンセンター：100㎏まで200円、 　
　　　　　　50kg増すごとに100円
　　　　　■中継所：軽自動車以下400円、１ｔ車以下
　　　　　　1,000円、２ｔ車以下2,000円、４ｔ車以
　　　　　　下4,000円
◇事業系一般廃棄物：100㎏まで500円、10kg増すごと
　　　　　　　　　　に25円
（改正前）■クリーンセンター：100㎏まで500円、　
　　　　　　10kg増すごとに50円
　　　　　■中継所：軽自動車以下500円、１ｔ車以下
　　　　　　1,000円、２ｔ車以下2,000円、４ｔ車以
　　　　　　下4,000円

①保育料（１ヶ月）
　３歳児　　　　9,100円（改正前：8,800円）
　４、５歳児　　6,100円（改正前：5,900円）
②入園料（入園時に園児１人につき）
　３歳児　　 　12,000円（改正前：11,000円）
　４、５歳児　　9,000円（改正前：8,000円）階層区分

第１階層 生活保護世帯 0 0

市民税非課税世帯 9,000円 6,000円

市民税課税世帯 19,500円 16,500円

所得税課税世帯 (64,000円未満)

64,000円以上

160,000円未満

160,000円以上

408,000円未満

408,000円以上 80,000円

30,000円 27,000円

　　 〃
44,500円

41,500円

37,560円

　　 〃
61,000円

43,660円

37,560円

　　 〃
43,660円

37,560円

3歳児

4歳以上

3歳児

4歳以上

3歳児

4歳以上

第２階層

第３階層

第４階層

第５階層

第６階層

第７階層

入所児童の世帯区分
3歳未満児 3歳以上児

保 育 料 改 正 額

※ただし、少子化対策として同一世帯の第３子以降については、保育料は
　無料と改正されました。

　対馬市立幼稚園関係 　�

　廃棄物処理手数料　�

◎その他の改正内容◎�

診療所特別会計

区　　　分 金　　　　　　額 前年比増減額

2億3,110万円　

公共用地先行取得特別会計 411万3千円

国民健康保険特別会計 46億8,310万8千円

国民健康保険診療所特別会計 0円

老人保健特別会計 42億1,037万6千円

介護保険特別会計 26億3,632万4千円

特別養護老人ホーム特別会計 4億8,340万円 　

12億9,805万5千円簡易水道事業特別会計

1,730万円　集落排水処理施設特別会計

4,236万3千円旅客定期航路事業特別会計

36,502千円

2,190万円　

0円

2億6,606万3千円

△　　　3,669万5千円

△　　　6,464万2千円

8,194万8千円

△　　　1,260万円 　

△　 4億6,065万7千円

△　　　1,640万円　

516万3千円

0円風力発電事業特別会計

総　額　136億4,264万1千円�
（対前年比　△1.6％）�

水道事業特別会計�

特　別　会　計�
�

企　業　会　計�
�

　特別会計とは、特定の事業を行う場合、

その事業だけに特定の歳入を充てるため、

一般会計と区別している会計です。本市

には次の10の特別会計があります。昨年

度と比べ、国民健康保険診療所特別会計

を診療所特別会計に統合したため、１特

別会計減少しました。

◎主な公共料金の改正内容（４月１日より）�
�
 　保育所保育料　�

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

2 億 7 , 4 2 4 万 7 千 円

2 億 6 , 9 2 0 万 8 千 円

1 億 1 , 8 4 0 万 円

1 億 7 , 7 0 4 万 8 千 円


